
立地適正化計画の策定に向けた中間とりまとめについて

（１）立地適正化計画制度とは

１ 策定の背景

３ 策定に向けたスケジュール（想定）

・平成26年の都市再生特別措置法の改正において、全国的な人口
減少・少子高齢社会の更なる進展及び市街地の低密度化等への
対応として、市民サービスや地域活力の維持・向上等を目的と
し、都市計画区域に居住誘導区域・都市機能誘導区域等を設定
する「立地適正化計画制度」が創設されました。

・近年の自然災害の激甚化・頻発化を背景とし、令和2年の法改正
等により、防災・減災対策を推進する計画制度として、自治体
による「防災指針」の策定が位置づけられました。

・全市的に居住されていることや、今後20年間で人口や人口密度が大きく減少しないことを踏まえ、
市域の大部分を居住誘導区域として設定します。（法令等により居住誘導区域に含まないとされ
ている市街化調整区域や土砂災害特別警戒区域などを区域外とする）

・将来の人口動態に対応した持続可能な居住環境づくりを段階的に推進します。
・誘導区域外で居住の用に供する、一定規模の開発行為・建築行為等を実施する場合には、届出を
求めます。(法令による届出)

居住誘導 ⇒中間とりまとめP3〜4,17

・既存の都市機能の立地状況や広域からのアクセス性などを踏まえ「広域拠点」や「地域生活拠
点」に加え、今後の再開発の状況を見据え、「2号再開発促進地区★ 1」や「整備促進地区★2」を
都市機能誘導区域として設定します。

・誘導施設★3は、都市計画マスタープランに位置づけられている都市機能のうち、都市機能誘導区
域に誘導することが望ましい施設として、 「大規模商業施設（10,000㎡以上）」、「ホー
ル・劇場」、「映画館」、「コンベンション施設」を設定します。

・誘導区域外で誘導施設を有する建築を目的とした開発行為・建築行為等を実施する場合または、
誘導区域内で誘導施設を休止・廃止する場合には、届出を求めます。(法令による届出)

都市機能誘導 ⇒中間とりまとめP5〜6,17

・災害種別ごとに既存施策を再整理するとともに、より対応を図っていく必要がある洪水浸水想定
区域（計画規模浸水深３ｍ以上）においては、防災指針に基づく届出制度を創設し、同エリアで
居住の用に供する、開発行為・建築行為等を実施する場合には、届出を求めます。（防災指針に
基づく市独自の届出）

・届出に対しては、「避難に関する情報の案内」や「被害の軽減を見込める建築物の助言」などを
記載した回答書の提供を行います。

防災指針 ⇒中間とりまとめP5,7〜17
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居住誘導区域・都市機能誘
導区域・防災指針の考え方

等についての検討

（２）本市の計画策定の目的

人口動態や自然災害リスクへの対応を踏まえた、魅力的で暮らしやすい持続可能なまちづくり
立地適正化計画の基本方針

立地適正化計画で対応すべき課題
人口減少・少子高齢化の更なる進展 自然災害リスクの高まり

・将来的な人口減少や少子高齢化の更なる進展、自然災害の激甚
化・頻発化を踏まえ、居住機能や都市機能を誘導する区域、誘導
施策及び防災・減災対策の取組を位置づけることで、都市計画マ
スタープランで示す土地利用や都市構造の考え方をより具体化し、
市民等と行政の協働による持続可能かつ安全・安心なまちづくり
をめざすために策定を行います。

２ 計画を構成する各項目の方向性

市民説明①
（1月下旬〜
2月中旬）

★1 「川崎市都市計画 都市再開発の方針」に位置づけられている、計画的に再開発が必要な市街地のうち、特に一体的かつ総合的に 市街地の再開発を促進すべき相当規模の地区
★2 「川崎市都市計画 都市再開発の方針」に位置づけられている、計画的に再開発が必要な市街地の目標の実現を図る上で、効果が特に大きいと予想される地区、特に早急に再開

発を行うことが望ましい地区
★3 都市機能誘導区域ごとにその立地を誘導すべき都市機能を増進する施設

計画素案の検討
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関係団体や町内会などへの情報提供・意見聴取

オープンハウス形式

説明会形式

ハザード
エリアの例

浸水想定区域（イエローゾーン）

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）
土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）

居住誘導区域︓
将来にわたり人口密度を維持し、生活サービスや交

通利便性、コミュニティ等が持続的に確保されるよう
居住を誘導する区域

駅

鉄道

工業専用地域
河川

＜立地適正化計画のイメージ＞
市域
市街化調整区域
市街化区域

都市機能誘導区域︓
商業や文化などの都市機能を都市の中心拠点や生

活拠点に誘導することで、これらの各種サービスの
効率的な提供が図られる区域

防災指針︓
居住誘導区域及び都市機能誘導区域内の土砂災害警

戒区域や浸水想定区域などの自然災害の恐れがある区
域に対して、被害の軽減を図るハード・ソフト施策を
位置づけるもの

計画中間とり
まとめの検討


